（様式9）
国際共同研究事業
日本側代表者の転出届


クリックまたはタップして日付を入力してください。

　独立行政法人日本学術振興会理事長　殿

	[受託機関名]

	

	[受託機関の長又は契約担当者職・氏名]

	




　　貴会と締結した業務委託契約について、下記の通り転出を届けます。

記

１．転出予定日：令和　　　年　　　月　　　日

２．プログラム名：プログラム名を選択してください。　

３．課題番号：JPJSJRP

４．転出先
	日本側代表者氏名
	現所属機関・部局・職名
	転出先機関・部局・職名

	
	
	



（作成上の注意）
1. 本様式は原則、転出前に提出してください。
2. 本様式は、転出先機関において事業が継続できる場合に作成することとし、転出先機関において事業が継続できない場合は、事業を中止してください。
3. 転出先機関への連絡によって、①日本側代表者が本事業を実施することを承知していること、②転出先機関が新たな受託機関となり、転出先機関事務局において経費の執行管理を行うことを承知していること、を確認した上で、「転出先機関」欄の日本側代表者の所属部局・職に誤りがないよう記入してください。
4. 転出先機関への委託額決定に必要となりますので、現受託機関における委託費残額が確定次第、「委託費支出報告書」（様式5）を速やかに提出してください。なお、年度開始時での機関異動で、委託費の繰越がある場合は事前に「実施計画変更申請書（様式8－3）」を提出し、振興会の承認を得てください。
5. 事務取扱の手引の項目6-1-2を参照してください。
